
 

押さえておきたい法律上のポイントや、紛争にならないための契約書作りの方法を説明 

システム開発関連契約の基礎知識 

■申込・参加要領  ： 当会ホームページからお申込みください。ＦＡＸ、または下記担当者宛 E-mail からもお申込み頂けます。 
後日（開催日１週間～１０日前までに）受講票・請求書をお送り致します。 

※よくあるご質問（ＦＡＱ）は当会 HP にてご確認いただけます。（[TOP]→[公開セミナー]→[よくあるご質問]） 
※お申し込み後のキャンセルはお受け致しかねますので、ご都合が悪くなった場合、代理出席をお願いします。 

■お申込・お問合わせ先： 企業研究会 公開セミナー事業グループ 担当／民秋・川守田 E-mail:tamiaki@bri.or.jp 
 TEL：03-5215-3514 FAX：03-5215-0951  〒102‐0083 東京都千代田区麹町 5-7-2 麹町 M-SQUARE 2Ｆ 

 

～大規模システム開発の経験を有している弁護士が 

法律知識とシステム開発に関する知識の両面を解説～ 

～ 

２０１８年 ７月 ６日（金） １３：００～１７：００ 

企業研究会セミナールーム（東京：麹町） 
ご参加頂きたい方 

■開催にあたって■ 
システム開発関連の契約は、独特の条項が多数あります。そこで、システム開発会社で契約実務に携わ
る方、およびユーザー企業でシステム開発に関する契約を締結しようとする方が、契約書案の各条項の
背景や目的を理解し、自己に有利な契約とすべく相手方と交渉するための知識を得ていただくことを本セ
ミナーの目的としています。 
システム開発関連契約の各条項の背景や目的を理解するには、法律知識とシステム開発に関する知識
の双方が必要ですが、大規模システム開発の経験を有している弁護士が、その両面から解説いたします。 
システム開発は、紛争になったら、委託者側、受託者側双方にとって良いことはありません。従って本セミ
ナーでは、紛争対策だけではなく、紛争にならないための契約書作りについてのポイントも説明いたします。 

 

税込・資料代含 

  
４５，３６０円（本体価格 ４２，０００円） ４１，０４０円（本体価格 ３８，０００円） 

１ これだけは知らないと危ない法律上のポイント 

（１）請負 VS 準委任 

（２）一括契約と多段階契約 

（３）債務不履行 

（４）損害賠償 

（５）解除 

（６）瑕疵担保責任 

（７）著作権 

（８）下請法 

（９）民法改正 

２ サンプル契約書の逐条解説 

（１）ソフトウエア開発基本契約書（多段階契約） 

（２）ソフトウエア開発契約書（一括請負型） 

（３）業務委託契約書（要件定義フェーズを準委任契約で行う場合） 

（４）業務委託基本契約書（パートナー開発会社との基本契約書） 

（５）ソフトウエア開発基本契約書（アジャイル契約） 

（６）システム保守委託契約書 

（７）SES 基本契約書 

（８）ソフトウエア使用許諾契約書 

（９）派遣基本契約書             ※最少催行人数に満たない場合、開催中止となる場合があります。 

 

※当日、会場にて 講師著『システム開発 受託契約の教科書』（翔泳社）を副教材として、配布致します。 

 

181595-0303  システム開発関連契約の基礎知識 

KOWA 法律事務所  弁護士  池田 聡 氏 

 1989 年日本興業銀行(現みずほ銀行)入行、システム部門、業務企画部門、業務監査部
門、営業店長を経験後、都内中堅法律事務所を経て、2014 年 KOWA 法律事務所を開設、
現在に至る。 
 

法務部門、総務部門、情報システム部門、知的財産部門など 

関連部門のご担当者 

 


